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はじめに

最近の社会環境の変化に伴い、育児不安を抱く親の増加が少子化問題や子

どもの虐待に大きく影響を与えていると考えられています。

厚生労働省は、平成4年度から子育て支援の一環として出産前小児保健指導

（プレネイタル・ビジット）事業を開始しました。この事業は、妊婦やその家

族に対して、産婦人科医と小児科医が連携して、小児科医が育児指導や育児

相談を行うことにより、育児不安を解消するとともに、良好な親子関係の育

成を図ることを目的としています。

日本医師会では、この事業を少子化対策の重要施策の一つとして位置づけ、

平成13年度に全国各地域でモデル事業を実施する等、その普及を呼びかけて

きました。モデル事業の成果を踏まえて、対象を初産の妊婦のみから妊産婦

とする等、実施要綱の改正が行われましたが、平成15年度の実施市町村数は

20余に過ぎない状況です。

現在の若い母親の育児に対する不安は、その家庭のなかでは解消しきれな

いという現実があり、出産直後に多いといわれている子どもの虐待の防止の

ためにも、次世代を担う子どもの心身の健全な育成という視点からも、この

事業の持つ意義は大きいと思います。

本事業のより一層の普及・啓発のために、日本医師会乳幼児保健検討委員

会において「出産前小児保健指導（プレネイタル・ビジット）事業Ｑ＆Ａ」を

作成しました。参考として、厚生労働省の通知とモデル事業報告を盛り込み

ました。この小冊子を参考にしていただき、より多くの医師会で本事業に取

り組んでいただけるよう期待いたします。

平成16年3月　

日本医師会常任理事 柳田　喜美子
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出産前小児保健指導（プレネイタル・ビジット）モデル事業報告
雪下　國雄（日本医師会常任理事）
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妊産婦等を対象に妊産婦のもつ育児不安を解消するために、小児科医等が育児に

関する保健指導を行うことにより、こうした不安の解消を図るとともに、生まれ

てくる子どものかかりつけの医師の確保を図るものです。

出産前小児保健指導（プレネイタル・ビジット）事業とは何ですか？1
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出産前小児保健指導（プレネイタル・ビジット）事業Q&A

事業の実施主体は市町村（特別区）です。市町村は医療機関へ委託することがで

きます。医療機関に委託を行う場合は、地域医師会と十分協議し、適切な医療機関

を選定することとされています。なお、あらかじめ市町村と医療機関が委託契約

を締結しておく必要があります。

事業の実施主体は、誰ですか？2

医師又は市町村長が、育児不安が高いなど保健指導を必要と認めた妊産婦、配偶

者等の家族です。

対象者はだれですか？3

出産前事業_Q&A.qx  04.5.12 12:20  ページ 3



4

産婦人科医は、医療機関に委託して行う妊婦健康診査（妊娠後期が望ましい）等

において、小児科医等による保健指導を必要と認めた場合には、既往症及び家族歴、

妊娠の経過等を記入した出産前後小児保健指導紹介状（以下「紹介状」という。）

を妊産婦等に交付するとともに、市町村に当該妊産婦の状況について連絡します。

産婦人科医はどのように小児科医を紹介するのですか？5

出産前後小児保健指導受診票（以下「受診票」という。）を交付します。母子健康

手帳の交付時に交付するほか、必要に応じ、随時交付しますが、受診票の交付は

1人1回限りとします。

市町村は何をするのですか？4

出産前事業_Q&A.qx  04.5.12 12:20  ページ 4



5

出産前小児保健指導（プレネイタル・ビジット）事業Q&A

紹介状を持参した妊産婦等に対して、育児不安の解消に努めるとともに育児に関

し指導します。保健指導を行った場合には速やかに指導結果を市町村長に報告し、

原則として、紹介元の産婦人科医

へも指導結果を連絡します。

小児科医は何をするのですか？6

産婦人科医からの紹介がない場合であっても、小児科医等の委託医療機関が産婦

人科医と連携をとり、妊産婦の保健指導を行った場合または市町村長が当該妊産

婦等について、小児科医等の指導が必要であると判断し、小児科医等を紹介した

場合も本事業の対象となります。産婦人科医と十分な連携を図るとともに、速や

かに市町村長に指導結果を報告する必要があります。

産婦人科医の紹介がない場合どうしますか？7

あります。

詳細については、各市町村にお問い合わせください。

補助金はありますか？8

参考資料
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事業に取組みたいのですが、どうすればよいですか？9

市町村の主管課（母子保健担当課等）へ相談してください。

必要があれば日本医師会へお問い合わせください。

児童環境づくり基盤整備事業補助金

次により算出された額
1事業当たり

（人口区分は、前年度の1月1日の人口による。）

20,000人未満

20,000人以上 100,000人未満

100,000人以上 300,000人未満

300,000人以上 1,000,000人未満

1,000,000人以上

200,000円

400,000円

1,000,000円

2,000,000円

5,000,000円

種　目 基　準　額

人口区分

育児等健康
支援事業

参考資料
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出産前小児保健指導（プレネイタル・ビジット）事業Q&A

（1）目　的

妊産婦のもつ育児不安の解消のため、妊産婦等を対象に小児科医等の育児に関

する保健指導を受ける機会を提供することにより、こうした不安の解消を図ると

ともに、生まれてくる子のかかりつけの医師の確保を図る。

（2）事業内容

①　対象者

本事業の対象者は、医師又は市町村長が、育児不安が高いなど保健指導を必

要と認めた妊産婦、配偶者等の家族とする。

②　医療機関への委託

市町村長は、本事業を実施するため、あらかじめ医療機関と委託契約を締結

しておくこと。 医療機関に委託を行う場合、それぞれの地域の関係団体と十

分協議し、適切な医療機関を選定すること。

③　受診票の交付

事業の実施に当たっては、出産前後小児保健指導受診票（以下「受診票」と

いう。）を交付するものとし、母子健康手帳の交付時に交付するほか、必要に

応じ、随時交付することとする。なお、受診票の交付は、1人1回限りとする。

交付する場合には本事業の趣旨及び方法等を十分に説明すること。

④　小児科医等の紹介

産婦人科医は、医療機関に委託して行う妊婦健康診査（妊娠後期が望ましい）

等において、小児科医等による保健指導を必要と認めた場合には、既往症及び

家族歴、妊娠の経過等を記入した出産前後小児保健指導紹介状（以下「紹介状」

という。）を妊産婦等に交付するとともに、市町村に当該妊産婦の状況につい

て連絡すること。

なお、小児科医等の紹介に当たっては、妊婦等の地理的便宜等を考慮し決定

すること。

児童環境づくり基盤整備事業の実施について
（厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知抜粋）

4 出産前小児保健指導事業
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⑤　保健師等による保健指導

市町村は、産婦人科医から④の連絡を受けた場合には、早急に保健師等によ

る保健指導を実施し、指導の状況について小児科医に情報提供すること。

⑥　小児科医等における保健指導

ア 小児科医等は紹介状を持参した妊産婦等に対して、育児不安の解消に努め

るとともに育児に関し指導する。

イ 小児科医等の委託医療機関は、保健指導を行った場合には速やかに指導結

果を市町村長に報告するものとし、原則として、紹介元の産婦人科医へも指

導結果を連絡することとする。なお、保健指導の報告書については、個人の

プライバシーに関する事項も含まれるので、その取扱いに十分留意すること。

また、保健指導の内容を母子健康手帳に記載するなど、母子健康手帳の活

用を図ること。

ウ なお、④の産婦人科医からの紹介がない場合であっても、小児科医等の委

託医療機関が産婦人科医と連携をとり、妊産婦の保健指導を行った場合また

は市町村長が当該妊産婦等について、小児科医等の指導が必要であると判断

し、小児科医等を紹介した場合も本事業の対象として差し支えない。この場

合であっても、産婦人科医と十分な連携を図るとともに、速やかに市町村長

に指導結果を報告すること。

⑦　市町村による継続的な保健指導

市町村長は、⑥のイ又はウの指導結果について連絡を受けた場合には、必要

に応じ継続的な保健指導を行う必要があること。
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出産前小児保健指導（プレネイタル・ビジット）
モデル事業報告

9

出産前小児保健指導（プレネイタル・ビジット）事業Q&A

ポスター 
パンフレット 

広報誌 
新　聞 

リーフレット 
診療時に 
講演会 

両親・母親学級 
マスコミ 
雑　誌 

FMラジオ 
母親・妊婦向けセミナー 

29
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6
5
4

2 
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0 30252015105

図1 広報活動の方法（回答：42医師会 複数回答）

雪下　國雄（日本医師会常任理事）

（日医雑誌第130巻・第4号より抜粋）
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～23週 
9.2％ 

その他 
7.5％ 

出産後 
22.9％ 

24～27週 
6.5％ 

28～31週 
12.8％ 

32～35週 
23.6％ 

36週～ 
17.5％ 

図2 小児科医による指導時期（回答：38医師会）
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図3 小児科医による指導件数（複数回答）
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出産前小児保健指導（プレネイタル・ビジット）事業Q&A

健康管理上 

育児不安解消 

愛情の向上 

児童虐待防止 

病診・診診連携 

産婦人科・小児科連携 

その他 

40
25

77
120

30
48

17
39
39
38

75
96

15
27

0 120 14010080604020

産婦人科医 
小児科医 

図4 産婦人科医・小児科医の意見（複数回答）

事業の継続/実施の意義あり 
PR不足・啓発不足 
指導時期の検討 

産婦人科・小児科の連携の重要性 
産婦人科医の理解不足 

無関心な母親の関心を向ける必要性 
母親学級の活用 

多忙のため手が回らない 
行政の協力不可欠 

精神科医・心療内科との連携 
経産婦のニーズ/経産婦も対象に 

病診連携が必要 
気軽に相談できるシステム 
育児指導のためのマニュアル必要 
産婦人科医の紹介が有効・必要 

20151050

産婦人科医 
小児科医 
産科・小児科 
区別なし 

図5 産婦人科医・小児科医の主な意見・要望のと
りまとめ（回答：33医師会　自由記載）
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受診 
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母乳へ 

指導内容 
不的確 

役に 
立たない 

448

387

185

40 28 14

図6 育児指導を受けた母親等の意見（回答者：730名
複数回答）
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おわりに

不安軽減・役に立った 

継続を期待 

出産後の指導の実施 

PRの必要性 

何を質問していいか分からない 

第1子のときにこの制度があれば良かった 

小児科医指導内容への疑問 

小児科医の母親学級への関与 

手軽に相談できる仕組み 

父親も一緒に 

産婦人科でのPRを積極的に 

21

6

5

4 

4 

4

3

2 

2

1 

1

2520150 5 10

図7 育児指導を受けた母親等の意見・要望等のとりまとめ（回答：27医師会　自由記載）

出産前小児保健指導（プレネイタル・ビジット）事業Q&A
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